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「大卒者を対象とした幹部海上保安官採用試験」
の新設

海上保安学校学生採用試験における受験年齢
制限の見直し

海上保安官募集業務の充実・強化

○海上保安体制の強化を進める中、特に上級海技免状を保有する船艇の
幹部職員の養成が必要

○少子化の進展に鑑み、高卒者を対象とした職員の採用のみでは、優秀な
職員を必要数確保することが困難

⇒大卒者を対象とした海上保安官採用試験の新設
■令和２年度から採用試験を実施
■令和３年度に第１期生が入学
■四年制大学卒業者を対象
■採用予定人数３０名
■採用後、海上保安大学校において２年間の研修を実施

○少子化の進展に鑑み、高卒者を対象とした職員の採用のみでは、優秀な
職員を必要数確保することが困難

⇒受験年齢制限を現行の高校卒業後５年から、
高校卒業後１２年に緩和
※多くの者が１８歳にて高校を卒業するため、
事実上、受験年齢は２９歳までに緩和

※採用試験（特別）の受験年齢制限は
６年から１３年に緩和

■令和２年度採用試験から実施

○海上保安官の志願者数増加、新たな志願者の発掘
⇒SNS、パンフレット等を活用
⇒人材確保の専従体制を整備（令和３年度定員要求）

海上保安庁の人材確保

１ 要員の確保
（１）学生採用数の増加
・海上保安大学校
約45人⇒約60人（平成28年度以降）
・海上保安学校
約400人⇒約600人（平成26年度以降）
（過去5年平均倍率 大学校：7倍、学校6倍）

（２）有資格者等即戦力の採用
船艇職員等採用試験、退役自衛官試験 等

（３）定年退職者の再任用（令和2年5月15日現在）
フルタイム実績：820人
⇒毎年度定年退職者の約７割
パートタイム実績：240人

２ 魅力ある職場環境の整備
（１）ライフワークバランスの推進
（２）船艇勤務等の生活環境向上
（３）職場の魅力度向上 など

【これまで実施してきた人材確保策】 【令和２年度から実施した人材確保策】
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海上保安庁の人材育成
【幹部海上保安官の育成】 【一般海上保安官の育成】

航空機のパイロット志望者

●高校卒業見込みの者 ●高校卒業後２年未満の者

●大学卒業見込みの者 ●大学既卒者で３０歳未満の者

●高校卒業見込みの者 ●高校卒業後１２年かつ３０歳未満の者
（社会人、大学生、短大生、専門学校生）

●船や航空機、通信の有資格者
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